
1.暑が国企業・産業の成長を支える金融等

(1)成長企業等への多様な資金調達が可能な金融市場の床現

2011年 度に

実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2020年までに実現すべ

き成果目標

暑碁督纏栃t鳥鷺与慧螢男占ξ
支援ちための資金供1    中
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早期実施事項
(2010年度に実施する事項)

2:成長を支えつう、自らも成長する金融

(1)アジアの主たる市場 (メイン・マーケット)たる日本市場b実現
:

2011年度に

実施すべき事項

2013年度までに

実施すべき事項

2020年までに実現すべ

き成果目標

(3)企業の戦略的な事業再編の促進

ローパル市場に

査手続及び審査基準)等の検証と必要に応じた

事業再編に伴う労働移動の円滑化のための施
策パッケージの策定

M8tA等の組織再編手続の簡素化・多様化のた

めの措置の在り方の検討

ポレート・ガバナンスの強化の検討 (会社法の改

金融資本市場及び金融産業の活性化等のためのアク
ションプランの策定

総合的な取引所(証券・金融・商品)倉1設を図る制度・施策の可能な限りの

早期実施
総合的な取引所 (証券。金融・商品)創設を促す

アジア等の海外発行体によるサムライ債 (円建て外債)の発行の推進
(JBIC保証等の活用)

我が国サムライ債市場
の活性化|｀  ~~~~‐ .~~ ● ~ ― ●

(2)我が国金融機関のアジア域内での活動拡大

アジア諸国に対する金融商品に関する横断的な投資者
保護法制、電子記録債権等の日本型モデルの普及

アジア諸国における金融・資本市場や金融業の一層の

開放に向けた政策協調の推進

保険会社が海外不動産投資や外国保険会社の買収等
を行う場合に障壁となる規制の見直しの検討 制度整備の実施



早期実施事項
(2010fF度 に実施する事項)「

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2020年までに
実現すべき成果目標
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中期財政フレーム (平成 24年度～平成 26年度)
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政府は、「財政運営戦略」(平成 22年 6月 22日 閣議決定)におい

て、経済 口財政の見通しや展望を踏まえながら複数年度を視野に入

れて毎年度の予算編成を行うための仕組みとして、中期財政フレー
ムの枠組みを導入した。

「財政運営戦略」においては、平成 23年度から平成 25年度を対

象とする最初の中期財政フレームを定めるとともに、「毎年半ば頃、

中期財政フレームの改訂を行い、翌年度以降 3年間の新たな中期財
政フレームを定める」こととしている。これに基づき、以下のよう
に、平成 24年度から平成 26年度を対象とする中期財政フレームを

策定し、新たな歳入・歳出両面にわたる取組を定める。

1 中期財政フレーム改訂における基本的な考え方

本年 3月 11日 に発生した東日本大震災は、地震、津波、そして

原子力事故が合わさつた未曾有の複合型災害として、直接の被災地
はもとより、我が国全体に、甚大な被害と影響をもたらすこととな
つた。復旧口復興対策の事業規模は、国・地方 (公費分)合わせて、
5年間で少なくとも 19兆円程度、10年間で少なくとも 23兆円程度
に上ると見込まれ、財政にも相当程度の新たな負荷がかかることは

避けられない。
こうした背景の下、今般の中期財政フレーム改訂に当たつては、

まず、震災からの復旧・復興が、未曾有の国難に際しての最優先の

課題であるとの認識に立つ。財政の枠組みが復旧・復興対策の妨げ
となるようなことがあってはならず、また、震災に起因する経済上

のリスクに対しても柔軟な対応が必要である。「東日本大震災から
の復興の基本方針」 (平成 23年 7月 29日 東日本大震災復興対策本

部決定)においては、震災復旧 口復興対策について別途財源を確保
し、多年度で収入と支出を完結させる枠組みを定めたところであり、
これを前提として、中期財政フレームにおいて別途管理での対応を
可能とする等の配慮を行うものとする。

他方、我が国は、震災前から毎年度 30兆円から40兆円台にも上

る巨額の財政赤字を計上し、公的債務残高が増加を続けており、財
政面においても「有事」に直面 している。こうした状況を踏まえれ



ば、震災からの復旧・復興については、財政の枠組みにとらわれず
全力を傾注する一方で、国債市場の信認を確保する観点から、「財
政運営戦略」に定められた財政健全化目標の達成に向けた取組は、
着実に進めていかなければならない。

こうした取組により、信認を維持するとともに、ひいては日本経
済の活力を取り戻すことこそが、震災からの復興、そして日本全体
の再生のために不可欠である。

2 中期財政フレーム改訂の具体的内容
「財政運営戦略」Ⅱ3「中期財政フレーム」の箇所の記述のうち、

「(2)歳入・歳出両面にわたる取組Jについて、以下のように改
訂する。なお、「中期財政フレーム」の箇所の他の記述は、平成 24

年度以降においても基本的に適用する。

① 国債発行額

財政健全化目標を確実に達成するとともに、財政健全化への
積極的な姿勢を市場に向けて発信 し、市場の信認を確保する観
点から、平成 24年度の新規国債発行額 (東 日本大震災復興基本
法第 8条第 1項に規定する復興債 (以下「復興債」という)を除
く。以下同じ。)について、平成 23年度当初予算の水準 (約 44

兆円)を上回らないものとするよう、全力を挙げる。それ以降
の新規国債発行額についても、財政健全化目標の達成へ向けて
着実に縮減させることを目指し、抑制に全力を挙げる。

このため、歳入・歳出両面における最大限の努力を行う。

② 歳入面での取組

個人所得課税、法人課税、消費課税、資産課税等にわたる税
制の抜本的な改革については、これまで、平成 21年度税制改正
法附則第 104条第 3項及び平成 22年度・23年度税制改正大綱に
おいて改革の方向性が示されるとともに、「社会保障改革の推進
について」 (平成 22年 12月 14日 閣議決定)に基づき取 りまと
められた「社会保障・税一体改革成案」(平成 23年 6月 30日 政
府・与党社会保障改革検討本部決定)において、社会保障と税
の一体改革の具体的方向が示された。
政府としては、これらを踏まえて更に検討を進め、平成 21年

度税制改正法附則第 104条に示された道筋に従って平成 23年度
中に必要な法制上の措置を講じる。
租税特別措置については、平成 22年度税制改正大綱及び平成

23年度税制改正大綱の方針に沿つてゼロベースから見直すこと
とする。



新たに減収を伴う税制上の措置については、財政運営戦略Ⅱ

2(1)に のつとり、それに見合う新たな財源を確保しつつ実

施することを原則とする。

③歳出面での取組
(i)財政健全化目標の達成に向けて、平成 24年度から平成 26

年度において、「基礎的財政収支対象経費」(国の一般会計歳出

のうち、国債費及び決算不足補てん繰戻 しを除いたもの。)に
ついて、恒久的な歳出削減を行 うことにより、少なくとも前年

度当初予算の「基礎的財政収支対象経費」の規模 (これを「歳

出の大枠」とする。)を実質的に上回らないこととし、できる

限り抑制に努めることとする。(注 )

(li)た だ し、東日本大震災の復旧・復興対策に係る経費であっ

て、既存歳出の削減により賄われる額を超えた金額のうち、復

興債、更なる税外収入の確保及び時限的な税制措置により確保

された金額については、財源と併せて別途管理 し、「歳出の大

枠」に加算するものとする。

(ili)ま た、「 B型肝炎訴訟の全体解決の枠組みに関する基本方

針」 (平成 23年 7月 29日 閣議決定)に基づき、 B型肝炎ウイ

ルス感染者に対する給付金等の支給に係る経費のうち、時限的

な税制措置等により確保された金額については、財源と併せて

別途管理 し、「歳出の大枠」に加算するものとする。

(iv)なお、震災等に起因する重大な経済上のリスクが顕在化する

場合には、柔軟かつ機動的な財政運営を行うよう努める。

(注)平成 24年度以降の基礎年金国庫負担割合2分の 1と 36.5%の差額
(以下「年金差額分」という。)については、税制抜本改革により確保
される財源を活用して年金財政に繰り入れることとされていることか
ら、平成 24年度以降の「歳出の大枠」には、税制抜本改革により確保
される財源を活用して年金財政に繰り入れる年金差額分が含まれてい
る。

(以下は改訂なし。)



平成 24～ 26年度における「基礎的財政収支対象経費」
(単位 :兆円 )

(注 1)「基礎的財政収支対象経費」は、一般会計歳出から国債費及び決算不足補てん繰

戻しを除いたもの。平成 23年度当初予算では、約 71兆円。

(注 2)施策の新たな実施等に関連 して新たな制度改正による恒久的な歳入増が確保さ

れた場合等には、国債発行額の抑制に関する規律の範囲内で、この恒久的な歳入確

保額の範囲内の金額を上記の「歳出の大枠」の額に加算することができる。

(注 3)平成 24年度以降の「基礎的財政収支対象経費」の内訳となる各年度の予算額に

ついては、概算要求その他の予算編成過程を経て決定。地方交付税交付金等につい

ても、地方行財政に係る制度改正等を踏まえた地方財政対策等を経て決定。

「財政運営戦略」に定める基本ルール「地方財政の安定的な運営」を踏まえ、地

方歳出についても国の歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体始め地方の安定的

な財政運営に必要となる地方の一般財源の総額については、上記期間中、平成 23

年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する。

(注 4)平成 24年度以降の「歳出の大枠」には、税制抜本改革により確保される財源を

活用 して年金財政に繰り入れる年金差額分が含まれている。

(注 5)平成 24年度以降の「経済危機対応・地域活性化予備費」 1兆円の取扱いについ

ては、現段階では景気状況、震災に起因する経済上のリスク等を見通 し難いことか

ら、予算編成過程において検討。

(注 6)東 日本大震災からの復 I日 ・復興対策に係る経費であつて、既存歳出の削減によ

り賄われる額を超えた金額のうち、復興債、更なる税外収入の確保及び時限的な税

制措置により財源が確保された金額 (=α )については、当該年度の「歳出の大枠」

に加算するものとする。 (東 日本人震災からの復旧・復興対策に係る経費は、上記

αに当該年度における歳出削減額により賄われた復旧・復興対策に係る経費を加え

た金額。)

(注 フ)B型肝炎ウイルス感染者に対する給付金等の支給に係る経費のうち、時限的な

税制措置等により財源が確保された金額 (=β )については、当該財源と併せて別

歳出の大枠

24年度 25年度 26年度

基礎的財政収支対象経費 礎 1)
71

(注 2～ 4)

71
(注 2～ 4)

71
(注 2～ 4)

(年金差額分以外の金額 )

|う ち経済危機対応・地域活性化予備費
1          (23年 度0.8)

68.4 68。 4 68.4

1(注 5) 1(注 5) 1(注 5)

東日本大震災復旧,復興対策に係る
加算分

+ α (注 6) +α (注 6) +α (注 6)

B型肝炎ウイルス感染者に対する

給付金等の支給に係る加算分
+β (注 7) 十β (注 7) +β (注 7)



途管理 し、「歳出の大枠」に加算するものとする。

(注 8)社会保障と税の―体改革を踏まえた歳出面の取組については、 2②の法制上の

措置等を踏まえて改めて検討し、平成 24年半ば頃に行われる中期財政フレームの

次期改訂に反映させる。
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政策推進の全体像について



政策推進の全体像
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日本の再生に向けた取組を再スター トするための 聯疎推進指針Jlに基づき、その

後の関係機関・会議等での検討状況等を踏まえ、震災復興と並ぶ日本再生のための取

組 (「財政・社会保障の持続可能性確保」及び「新た句成長へ向けた国家戦略の再設計・

再]剣口)を以下のとおり進めていくこととする。

1 東日本大震災を踏まえた経済財政運営の基本方針

(1)東日本大震災の日本経済への影響

東日本大震災は、日本経済に大きな影響をもたらし、被災地を中心とするス ト

ックの毀損 (約 169兆円
2)、 サプライチェーンの障害、さらには東京電力、東北

電力管内における電力供給の制約の下で生産活動や輸出が減少 した。

震災から5か月を経て、被災地を中心とする民間の努力と政策の下支えによつ

て、景気は持ち直している。雇用情勢は、現在も厳しい状況にある。物価につい

ては、依然として緩やかなデフレ状況であるが、下落テンポは鈍化 している。

(2)当面、短期、中長期の経済財政運営の基本方針

以下に掲げる課題に重点を置き、「

"場

調範圭お翁句 に掲げた当面、短期、中長期

の経済財政運営を進める。

震災がもたらした制約を、確実に克見及するため、政府は第 1次 。第 2次の補正

予算を迅速に執行するとともに、「東 日本大震災からの復興の基本方針」
3に示さ

れた復興施策の実現に向け、全力で取り組む。被災地の復興は、活力ある日本の

再生の先導的役割を担 うものであり、また、日本経済の再生なくして被災地域の

真の復興はない。

電力供給の制約は、今夏だけでなくその後も成長を制約するリスクがある。量

の面だけでなく、コス ト上昇による悪影響、さらには、企業 。人材の流出など、

中長期的な成長へのマイナス効果も懸念される。こうしたリスクが顕在化するこ

とのないよう、「当面のエネルギー需給安定対策」
4に

基づき、需要 。供給両面か

ら早急に取り組むことが必要である。

また、海外経済の悪化や円高等による景気の下振れリスクに留意する必要があ

る。震災からの復興を着実に進めるためには、金融・資本市場、為替市場の安定

「政策推進指針～日本の再生に向けて～」 (平成 23年 5月 17日 閣議決定)

「東日本大震災における被害額の推計について」 (平成 23年 6月 24日 内閣府 (防災担当))

「東日本大震災からの復興の基本方針」(平成 23年 7月 29日 東日本大震災復興対策本部決定)

「当面のエネルギー需給安定策」 (「 日本再生のための戦略に向けて」平成 23年 8月 5日 閣議決定別紙)

1

2

3



が極めて重要である。為替については、為替市場の過度な変動は、経済・金融の

安定に悪影響を及ぼすものであり、引き続き、その動向について注視していくと

ともに、必要な時には断固たる措置をとる。さらに、産業の空洞化防止等の取組

を平成 23年度第 3次補正予算等により早急に進める。また、日本銀行には、本「全

体像」が示すマクロ経済運営に関する基本的視点を共有し、引き続き、政府との

緊密な情報交換・連携の下、適切かつ機動的な金融政策運営により経済を下支え

するよう期待する。

最近の欧米の金融・財政状況に鑑み、金融市場の安定性と市場の信認の確保に

万全を期すことが一層重要となっている。本年 6月 に取りまとめられ′た 「社会保

障 。税一体改革成案」
5ゃ 「東日本大震災からの復興の基本方針」等を踏まえて更

に検討を進め、震災以前からの大きな課題である社会保障・財政の持続可能性を

確保するための法制上の措置を含め必要な取組を進めるとともに、引き続き行政

刷新等に取り組む。これらを通じ、財政運営戦略において定めた財政健全化の取

組を着実に進める。

(3)経済財政の展望

震災の影響により2011年度は名 目でマイナス04%程度、実質で05%程度の

成長率となるが、「東日本大震災からの復興の基本方針」の下で諸施策を実施する
ことなどを通じ、毀損ス トックの再建が進むなど復興需要が着実に増加 し、2012

年度に1影名日、実質とも2%台後半の成長が見込まれる。

中長期的にも、震災が成長を制約するリスクがあることから、震災から
の早期立ち直りに取 り組む。あわせて、円高に対応し産業空洞化を防止するた

めにも、本 「全体像Jに示 した成長力強化への取組を始めとする自衛的成長
への土台作 りなど必要な改革を進める努力を行 う。これによリデフレを終わらせ、
2011年度以降 2020年度まで平均で名目3%程度、実質 2%程度の成長の実現は

可能と考えられる。

物価については、景気の回復に伴つて上昇率が徐々に高まり、その後安定的に

推移していくものと考えられる。

雇用については、被災地におけるきめ細やかな雇用対策の実施により被災者の

生活の安定を図るとともに、新たな成長に向けた取組を進める中で雇用創出効果
の高い施策を実施すること等により、失業率が早期に3%台まで低下することが

期待される。

また、財政については、財政運営戦略において定められた目標の達成に向けて

取組を着実に進めることにより、健全化の方向に進んでいくものと見込まれる。

「社会保障・税一体改革成案J(平成 23年 6月 30日 政府・与党社会保障改革検討本部決定、平成 23年 7月

1日 閣議報告)



2.日本再生に向けた再始動

「震災鋤 と並ぶ日本再生は、「財政 。社会保障の持続可能性確保」及び「新たな

成長へ向けた国家戦略の再設計 。再ヲ釘ヒ」の二つの柱で実行する。

I 財政・社会保障の

● 財政運営戦略

東 日本大震災からの復旧・復興対策により財政にも相当程度の新たな負荷が

かかることについては、別途財源を確保 し、多年度で収入 と支出を完結させる

枠組みを定めたところであり、これを前提として、中期財政フレームにおいて

別途管理での対応を可能とする等の配慮を行 うものとする。一方、財政健全化

に向けた取組は着実に進めていくという考え方の下、改訂 した中期財政フレー

ム6に
基づき、平成 24年度予算編成に向けた準備作業を進める。

● 社会保障 。税一体改革

社会保障 。税一体改革については、「社会保障 。税一体改革成案」において、

具体的方向が示された。これを踏まえて更に検討を進め、子ども子育て。医療・

介護・年金等の個別分野における改革の具体化を進めるとともに、税制抜本改

革について、平成 21年度税制改正法附則第 104条に示された道筋に従つて平

成 23年度中に必要な法制上の措置を講 じる。

新たな成長へ向けたⅡ 新たな成長へ向けた国家戦略の再設計 '

● 成長戦略

少子高齢化やグローバル競争の強化等、我が国経済を取 り巻く環境は厳 しさ

を増 しており、成長力強化への取組は、震災を機に一層強化する必要がある。
このため、「新成長戦略」

7については、「日本再生のための戦略に向けて」
8に

基づき、原則として目標・工程を堅持し、その実現に取り組むとともに、新た

な成長へ向けて戦略の再設計。再強化を行い、年内に「日本再生のための戦略J

を策定する。

● 革新的エネルギー・環境戦略

革新的エネルギー・環境戦略は、複眼的に展開する。

かつてない電力制約に対応 し、「当面のエネルギー需給安定策」
9に基づき、

①需要構造の改革、②供給の多様化、③これらを支える電カシステムの改革を

進め、④原子力安全対策を徹底する。計画停電や電力使用制限命令を回避 し、

来年夏の 1割弱のピーク時の電力不足と年間で約 2割のコス ト上昇のリスク

6「
中期財政フレーム (平成 24年度～平成 26年度)J(平成 23年 8月 12日 閣議決定)

7「
新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～」 (平成 22年 6月 18日 閣議決定)

8「 日本再生のための戦略に向けてJ(平成 23年 8月 5日 閣議決定)

9「
当面のエネルギー需給安定策～エネルギー構造改革の先行実施～」 (「 日本再生のための戦略に向けて」
成 23年 8月 5日 閣議決定別紙)



を最月ヽ化する。今秋を目途に、平成 23年度第 3次補正予算、規制 。制度改革

等あらゆる政策を総動員 し、対策を具体化する。

中長期をにらんだ戦略については、「『革新的エネルギー・環境戦略』策定に

向けた中間的な整理」
Юに基づき具体化する。現行のエネルギー基本計画を自

紙から見直し、新たなベス トミックスの実現に向け、原発依存度低減のシナ リ

オの作成や原子力政策の徹底検証などを行 う。グリーン・イノベーション戦略

は強化、前倒す1ヽ
分散型のエネルギーシステムを構築する。客観的データの

検証に基づき、国民的議論を行 う。今後、年末を目途に戦略の基本的方針を定

める。来年、新たなベス トミックス (新エネルギー基本計画)、 エネルギー・

環境産業戦略、及びこれ らを支えるグリーン・イノベーション戦略からなる「革

新的エネルギー・環境戦略」を策定する。

● 空洞化防止・海外市場開拓

かつてない空洞化の危機を克月展するため、当面は、電力制約や原発事故とい

う2つの不安要因の払拭に全力を尽 くす。また、サプライチェーンの復旧。再

構築に向けた取組を推進するとともに、「国際的風評被害対策 。日本ブラン ド

再構築に関する政府 。関係機関の連絡会議」を開催 し、風評被害を払拭 し、日

本ブラン ドの回復 。再構築を図るための体市1を構築する。

中長期にわたる課題 として、海外 とのヒト・モノ・カネの流れを拡大し、産

業の国際競争力を強化 し、環境変化に対応 した新たな産業・市場構造への転換
が重要である。このため、①立地競争力の強化やアジア拠点化推進、②「グロ

ーバル人材育成推進会議中間まとめ」
2を

具体化 したグローバル人材の育成・

活用、外国人高度人材の受入れ、③インフラ海外展開の推進、クールジャパン

戦略の強化等による海外市場の開拓や海外展開支援、④新産業への人材の移動
が容易な労働市場の構築、金融資本市場の機能強化、中小企業の経営力強化、

⑤産業競争力向上等の観′点からのイノベーションの推進、情報通信技術の利活

用や未来志向・国際志向の規制・制度改革に取り組む。

● 国と国の絆の強化

国と国の絆の強化に向けては、「包括的経済連携に関する基本方針J13に基づ

く高いレベルの経済連携推進や経済安全保障の確立等、国と国との絆の強化に

関する基本的考え方及び進め方を、震災や原子力災害によつて大きな被害を受

けている農業者・漁業者の心情、国際交渉の進捗、産業空7同化の懸念等に配慮

しつつ、検討する。

特に 日EU o EPA交 渉の早期開政台、日中韓 FTA共同研究の年内終了・明年の交

渉開始合意を目指す。日豪 EPA交渉推進 ,日 韓 EPA交渉早期再開に向けての取

組を強化するとともに、日加 EPA共同研究の早期終了や、日モンゴル EPA、 東
アジアにおける経済連携・自由貿易構想 (CEPEA、 EAFTA)の 交渉開始に向け積極

10「
『革新的エネルギー・環寛戦略』策定に向けた中間的な整理」 (「 日本再生のための戦略に向けて」平成 23

年 8月 5日 閣議決定別紙)

11「
環境・エネルギー大国戦略J(「新成長戦略」平成 22年 6月 18日 閣議決定)の前倒 し、強化を含む。

2「グローバル人材育成推進会議中間まとめ」 (平成 23年 6月 22日 グローバル人材育成推進会議決定)

13「
包括的経済連携に関する基本方針」 (平成 22年 11月 9日 閣議決定)



的に取 り組む。環太平洋パー トナーシップ (TPP)については、被災地の農業の

復興にも関係 してお り、その点を踏まえ、更に国際交渉の進捗、産業空洞化の

懸念等も踏まえ、しっか り議論 し、協定交渉参加の判断時期については、総合

的に検討 し、できるだけ早期に判断する。

● 農林漁業再生戦略
「我が国の食 と農林漁業の再生のための中間提言」

Hに
ある諸課題について、

速やかに取 り組む。

我が国農林漁業の競争力・体質強化、地域振興を 5年間で集中展開 し、農林

漁業の再生を早急に図る。攻めの担い手実現、6次産業化、農山漁村の資源の

エネルギー生産への活用、「森林・林業再生プラン」の推進、近代的かつ資源

管理型の水産業構築等や、震災に強い農林水産インフラの構築、原子力災害対

策等に取 り組む。

また、高いレベルの経済連携 と農林漁業の再生の両立を実現するためには、

同提言にある諸課題をクリア し、なおかつ、国民の理解 と安定 した財源が必要

であ り、消費者負担から納税者負担への移行、直接支払制度の改革、開国によ

る恩恵の分配メカニズムの構築 も含め、今後具体的に検討する。
「包括的経済連携に関す る基本方針」に定める 6月 基本方針、10月 行動計

画に代わる新たな工程を、日本再生全体のスケジュールや復旧・復興の進行状

況を踏まえ、検討する。

● 成長型長寿社会・地域再生

高齢化や人 口減少が進む中で、社会経済の持続的な成長 と活力を確保するた

め、若者、女性、高齢者、障害者など働 くことができる人全ての就労促進等を

図 り、ディーセン ト・ワークを確保 した全員参加型社会の実現を図るとともに、

成長を支える人材の育成 。確保を図る。

また、長寿社会における豊かな生活を実現するため、「医療イノベーション

推進の基本的方針」
15に

基づき、革新的な医薬品や医療機器の実用化等のため

の規制・制度改革や政策資源投入方法の重,点化を図る。さらに、情報通信技術

を活用 した新サー ビスや公的保険外の医療・介護周辺サー ビスの創出、医療の

国際化、高齢者向けの商品開発・普及等を推進する。

被災地を始め、創意に満ちた地域発の 日本再生に向けて、ワンス トップの支

援体制の確立や地域再生制度の見直 し等を通 じ、地域の自主的な取組の総合的

な支援を進めるとともに、雇用や経済を支える中小企業等の活性化、地域再生

等の基盤 となる災害に強い地域・国土づ くりを推進す る。

「我が国の食と農林漁業の再生のための中間提言J(平成 23年 8月 2日 食と農林漁業の再生実■会議)

「医療イノベーション推進の基本的方針」 (平成 23年 6月 16日 医療イノベーシヨン会議決定)
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予防接種法及び新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する

特別措置法の一部を改正する法律の概要

政府は、新型インフルエンザワクチンの確保のため、特例承認を受けたワクチンの製

造販売業者と損失補償契約を締結できることとする。(5年間の時限措置)

※検討規定として予防接種の在り方等の総合的検討、損失補償契約の規定に係る5年以内の検討を行うこととしている。



雇用保険法及び労働保険徴収法の一部を改正する法律の概要

を図るとともに、失業等給付に係る保険料率を引き下げる等の改正を行う。

(1)賃金日額の引上げ
失業者に対する「基本手当」の算定基礎となる「賃金日額」について、直近の賃金分布等をもとに、法定

の下限額等を引上げ
(例 )賃金日額の下限額 :「 2,000円 」→「2,320円 」に引上げ ⇒ 基本手当日額 :「 1,600円 」→「1,856円 」

(2)安定した再就職へのインセンティブ強化
① 早期に再就職した場合に支給される「再就職手当」について、給付率の更なる引上げ

・給付日数を1/3以上残して就職した場合 :給付率30%→40%(現在の暫定措置)→50%(恒久化 (改正後))
。給付日数を2/3以上残して就職した場合 :給付率30%→50%( 同  上 )→60%( 同  上 )

② 就職困難者(障害者等)が安定した職業に就いた場合に支給される「常用就職支度手当」について、給
付率の暫定的な引上げ(30%→40%)の恒久化

失業等給付に係る法定の保険料率をt「 1.6%」から「1.4%」 に引下げ
・平成24年度以降の保険料率は、弾力条項を用いて、下限の「1.0%」とすることが可能

[注 :平成23年度の保険料率は、現行制度の下限である「1.2%」 (告示)]

雇用保険の国庫負担については、引き続き検討を行い、できるだけ速やかに、安定した財源を確保した上
で国庫負担に関する暫定措置を廃止するものとする。

施行日:平成23年8月 1日 (2は平成24年4月 1日 、3は公布日)

公布日:平成23年 5月 20日



職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律について

厚生労働大臣は、特定求職者に対する職業訓練の実施に関し重要な事項を定めた計画 (「職業訓練実施計画」)を策定。
厚生労働大臣は、就職に必要な技能等を十分に有していない者の職業能力の開発及び向上を図るために効果的なもので

あること等の基準に適合する職業訓練を認定 (「認定職業訓練」)。

認定職業訓練を行う者に対して、これが円滑かつ効果的に行われるよう助成することができる。
認定に関する業務は、(独 )高齢・障害・求職者雇用支援機構に行わせる。

公共職業安定所長は、就職支援計画を作成し、特定求職者に対して、その就職を容易にするため、職業指導・職業紹介や
認定職業訓練の受講等就職支援の措置を受けることを指示。
指示を受けた特定求職者は、その指示に従うとともに、速やかに就職できるように自ら努める。

1.職業訓練の認定

2.職業訓練受講給付金の支給

口 特定求職者が認定職業訓練等の受講を容易にするため、公共職業安定所長の指示を受けてこれを受講する場合に職業訓
練受講給付金を支給することができる。

・ 支給に関し必要な基準は、厚生労働省令で定める。

3.就職支援の実施

4.その他

・ 認定職業訓練を行う者に対する助成及び職業訓練受講給付金の支給は、雇用保険法による新事業 (就職支援法事業)とし
て行う。

・ 立入検査、差押え口公課等の禁止、立入検査拒否等に対する罰則等の規定を設ける。

施行期日:平成23年 10月 1日 (一部の規定については、公布の日から施行 )



下記の者に対して戦傷病者等の妻に対する特別給付金を支給するため改正を行う。(平成23年 10月 1日 施行)

1.平成15年4月 2日 から平成23年4月 1日 までの間に新たに戦傷病者等の妻になつた者。
2.平成15年4月 1日 から平成18年 9月 30日 までの間に戦傷病者等が平病死(※ )した場合の、当該戦傷病者等の妻。

(※ )平病死"・障害年金受綸者が障害年金の支綸事由(公務上の傷病等)以外の傷病により死亡した場合
【参考】0対象者の推計人数 新規対象者:80人、平病死対象者:7,000人 O国債費(見込み):5年間で総額3億5,743万円(財務省理財局予算)
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1.趣旨及び対象者
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受給している戦
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(新たな対象者 )

5万円

注)括弧内は、戦傷病者等の障害の程度が軽症であつた場合の金額
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障害者基本法の一部を改正する法律【概要】膵駆鐸:月習昌群
(公布日施行)

1ヽ 日 的 日 中 め ■ 由 1_`鐘 1各 EE“ヽ

。全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのつとり、全て
の国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する。            等

。身体障害、知的障害、精神障害(発達障害を含む。)そ の他の心身の機能の障害がある者であつて、障害及び社会的障壁(障害がある者にとって障
壁となるような事物・制度・慣行・観念その他―切のもの)により継続的に日常生活、社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの。       等

1)に規定する社会の実現は、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふき
わしい生活を保障される権利を有することを前提としつつ、次に掲げる事項を旨として図る。
・ 全て障害者は、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること。
・ 全て障害者は、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと。
・ 全て障害者は、言語(手語を含む。)その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための
手段についての選択の機会の拡大が回られること。                                         等
4)差別の彗止(第4条関係)

・ 障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。
・ 社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過菫でないときは、その実施について必要かつ合理
的な配慮がされなければならない。
国は、差別の防止を図るため必要となる情報の収集、整理及び提供を行う。

・ 1)に規定する社会の実現は、国際的協調の下に図られなければならない。

・ 国及び地方公共団体は、3)から5)までに定める基本原則に関する国民の理解を深めるよう必要な施策を実施。
・ 国民は、基本原則にのつとり、1)に規定する社会の実現に寄与するよう努める。

障害者の性別、年齢、障害の状態、生活の実態に応じて施策を実施。
障害者その他の関係者の意見を聴き、その意見を尊重するよう努める。

(公布日施行)

・ 障害者の性別、年齢、障害の状態、生活の実態に応じ、医療、介護、保
健、生活支援等の適切な支援を受けられるよう必要な施策

・ 身近な場所において医療、介護の総付等を受けられるよう必要な施策を
講するほか、人権を十分尊重

・ 研究、開発及び普及の促進、専門的知識又は技能を有する職員の育成
その他の環境の整備の促進

4)摯彙相饉●(第 18条関係)

・ 多様な就業の機会を確保するよう努めるとともに、個々の障害者の特性
に配慮した職業相談、職業割練等の施策

5〕 ■用の但遭●(第19条関係)

。日、地方公共団体、事業者における雇用を促進するため、障害者の優先
雇用その他の施策

・ 事業主は、通切な雇用の機会を確保するとともに、個々の障害者の特性
に応じた適正な雇用管理                     等

・ 地域社会において安定した生活を営むことができるようにするため、住宅
の確保、住宅の整備を促進するよう必要な施策            等
フゝ 公彙曲備■の′●:アウ〕1-4L`菫 ,1らEB憾ヽ
・ 交通施設 (車面、船舶、航空機等の移動施設を含む。)その他の公共的
施設について、円滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等の計
目的推進                           等

8〕情日の利用におけるパリアフリー化●(第22条関係)

・ 円滑に情報を取得・利用し、意思を表示し、他人との意思疎通を図ること
ができるよう、障害者の意思疎通を仲介する者の養成及び派遣等の必要な
施策

等・ 災害等の場合に安全を確保するため必要な情報が迅速かつ的確に伝え
られるよう必要な施策                       等

・ 年齢、能力に応じ、その特性を踏まえた十分な教育が受けられるよう、障  
…

害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育の  ・ 意思決定の支援に配慮しつつ、障害者の家族その他の関係者に対する
内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策           相談業務等

・ 障害者である児童及び生徒並びにその保護者に対し十分な情報の提供  ・ 障害者及びその家族その他の関係者からの各種の相談に総合的に応ず
を行うとともに、可能な限りその意向を尊重               ることができるよう、必要な相談体制の整備を図るとともに、障害者の家族

・ 調査及び研究、人材の確保及び資質の向上、適切な教材等の提供、学  が互いに支え合うための活動の支援その他の支援          等
校施設その他の環境の整備の促進                 等 1。〕支4L的■34の■●椰(第 25条田係)

nヽ 自曹『lH01`性 1,各 EBに  ヽ                     .円 滑に文化芸術活動、スポーツ又はレクリエーションを行うことができるよ
・ 身近都硼罰ヨ乱嘲 育そ̈ に関連する支援蟹受け,珈レるよフ燿諮施漿。 う必要な施策                           等

等                   て生活を営むこと力くできるよう、障害
者の性別、年齢、障害の状態、生活の実態に応じて、防災及び防犯に関し
必要な施策                           等

等

=』
自割Lコ墾■瞳の日出曰回g堕自囲泣

・ 障害者の消費者としての利益の機饉及び増進が図られるよう、遇切な方
法による情報の提供その他必要な施策               等

・ 選挙等において、円滑に投票できるようにするため、投票所の施設、設備
の整備等必要な施策                       等

・ 刑事事件等の手続の対象となつた場合、民事事件等に関する手続の当
事者尊となった場合、権利を円滑に行使できるよう、個々の障害者の特性に
応じた意思疎通の手段を確保するよう配慮するとともに、関係職員に対する
研修等必晏な施策                        等

外国政府、国際機関又は関係団体等との情報の交換その他必要な施策 等

kA● 員 会 書 く公布から1年以内に政令で定める日から施行)

L=製躍端鵬 栞喫霞機 鶴 霧錮留轟 器
害者、障害者の

・ 障害者基本計日の策定に関する調査審議・意見具申、同計回の実施状況の監視・勧告   等

・ 地方障害者施策推進協議会を改組し、その所拿事珈 こ障害者に関する施策の実施状況の監視を追加等

・ 施行後3年を経過した場合、施行の状況につ
いて検討を加え、その結果に基づき必要な措置

・ 障害に応じた施策の実施状況を踏まえ、地域
における保健、医療及び福社の連携の確保その
他の障害者に対する支援体制の在り方について
検討を加え、その結果に基づき必要な措置 等



平成23年6月 24日 公布

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとつて障害者に対する虐待を防止することが極め
て重要であること等に鑑み、障害者に対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措
置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進 し、もつて障
害者の権利利益の擁護に資することを目的とする。

1「障害者Jと は、身体・知的・精神障害その他の心身の機能の障害がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活・社
会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう (改正後障害者基本法2条 1号 )。

2「障害者虐待」とは、①養護者による障害者虐待、②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待、③使用者による障害者虐待をいう。

虐待防止施策

1 何人も障害者を虐待 してはならない旨の規定、障害者の虐待の防止に係る国等の責務規定、障害者虐待の早期発見の努力義務規定を置 く。
2 障害者虐待防止等に係る具体的スキームを定める。

3 就学する障害者、保育所等に通 う障害者及び医療機関を利用する障害者に対する虐待への対応について、その防止等のための措置の
実施を学校の長、保育所等の長及び医療機関の管理者に義務付ける。

における障害者に
確保

[ス キーム]

市町村

l①事実確認 (立入調査等)  :
|_2型署!ず堡識隻星警翌1型 _」

対すう虐行防止等.の ためつ損章二寒熊
[ス キーム]

1 市町村・都道府県の部局又は施設に、障害者虐待対応窓口等となる「市町村障害者虐待防止センター」 。「都道府県障害者権利擁護セン
ター」としての機能を果たさせる。

2 政府は、障害者虐待の防止等に関する制度について、この法律の施行後 3年を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。
3 平成 24年 10月 1日 から施行する。

※ 虐待防止スキームについては、家庭の障害児には児童虐待防止法を、施設入所等障害者には施設等の種類 (障害者施設
襲 、二轟季両嵩齊薪

｀養介護
1施設等)に応じてこの法律、児童福祉法又は高齢者虐待防止法を、家庭の高齢障害者にはこの法律及び高齢者虐待防止湛



介護サービスの基盤強化のための介 去律の概要

高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括
ケアシステム」の実現に向けた取組を進める。

1医療と介護の連携の強化等
① 医療、介護、予防、住まいに生活支援サービスが連携した要介護者等への包括的な支援(地域包括ケア)を推進。
② 日常生活圏域ごとに地域二ニズや課題の把握を踏まえた介護保険事業計画を策定。
③ 単身・重度の要介護者等に対応できるよう、24時間対応の定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスを創設。
④ 保険者の判断による予防給付と生活支援サービスの総合的な実施を可能とする。
⑤ 介護療養病床の廃止期限(平成24年3月 末)を猶予。(新たな指定は行わない。)

2介護人材の確保とサービスの質の向上
① 介護福祉士や一定の教育を受けた介護職員等によるたんの吸引等の実施を可能とする。
② 介護福祉士の資格取得方法の見直し(平成24年4月 実施予定)を延期。
③ 介護事業所における労働法規の遵守を徹底、事業所指定の欠格要件及び取消要件に労働基準法等違反者を追加。
④ 公表前の調査実施の義務付け廃止など介護サービス情報公表制度の見直しを実施。

3高齢者の住まいの整備等
○ 有料老人ホーム等における前払金の返還に関する利用者保護規定を追加。
※厚生労働省と国土交通省の連携によるサービス付き高齢者向け住宅の供給を促進(高齢者住まい法の改正)

4認 知症対 策の推進

① 市民後見人の育成及び活用など、市町村における高齢者の権利擁護を推進。
② 市町村の介護保険事業計画において地域の実情に応じた認知症支援策を盛り込む。

5保険者による主体的な取組の推進
① 介護保険事業計画と医療サービス、住まいに関する計画との調和を確保。
② 地域密着型サービスについて、公募・選考による指定を可能とする。

6保険料の上昇の緩和
○ 各都道府県の財政安定化基金を取り崩し、介護保険料の軽減等に活用。

【施行日】
l⑤、2②については公布日施行。その他は平成24年 4月 1日 施行。



国民年金及び企業年金等による高齢期における所得の確保を
支援するための国民年全法等の一部を改正する法律

<趣 旨>
1■来の無年金・低年金の発生を防止し、国民の高齢期における所得の確保をよリー層支援する観点から、国民年金保険料の納付可能期

間を延長することや、企業型確定拠出年金において加入資格年齢の引上げや加入者の掛金拠出を可能とする等の措置を行う。

1。 国民年金法の―部改正
① 国民年金保険料の納付可能期間を延長(2年→10年 )し、本人の希望により保険料を納付することで、その後の年金受給につなげる

ことができるようにする(3年間の時限措置 )。

② 第3号被保険者期間に重複する第2号被保険者期間が新たに判明し年金記録が訂正された場合等に、それに引き続く第3号被保険
者期間を未届期間とする取扱いを改め、保険料納付済期間のままとして取り扱い、年金を支給することとする。

③ 国民年金の任意加入者(加入期間を増やすために60歳～65歳までの間に任意加入した者)について国民年金基金への加入を可能と
し、受給額の充実を図る。

2。 確定拠出年金法の―部改正 (平成22年度税制改正要望で認められた事項を含む )

① 加入資格年齢を引き上げ(60歳→65歳 )、 企業の雇用状況に応じた柔軟な制度運営を可能とする。
② 従業員拠出(マッチング拠出)を可能とし所得控除の対象とすること、事業主による従業員に対する継続的投資教育の実施義務を明文

化することにより、老後所得の確保に向けた従業員の自主努力を支援する。
③ 企業年金の未請求者対策を推進するため、住基ネットから加入者の住所情報の取得を可能とすることにより、住所不明者の解消を図る

(他の企業年金制度等についても、同様の措置を講じる。)等、制度運営上の改善を図る。

3.確定給付企業年金法の―部改正
60歳～65歳で退職した者についても退職時の年金支給を可能とする。(現行は50～ 60歳で退職した者についての退職時の年金支給の

み認められている。)

4.厚生年金保険法の…部改正
近年の経済情勢を踏まえ、母体企業の経営悪化等に伴い、財政状況が悪化した企業年金に関して、措置を講ずる。
・ 厚生年金基金が解散する際に返還する代行部分に要する費用の額及び支払方法の特例を設ける。

(※ 平成17年度から平成19年度まで、同様の措置を講じている。)

5.施行日
1の① : 4■ヨ 0月 1 までの間に政令で定める日  1の②:公布の日  1の③ :公布日から2年以内で政令で定める日
2の① :公布日から2年 6月 以内で政令で定める日  2の② :平成24年 1月 1日  2の③、3及び4:公布の日

※衆議院での修正箇所は 四角囲み・参議院での修正箇所は下線部で示している。



独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法の―部を改正する法律
(平成23年法律第73号)のポイント <議員立法>

1.法律の趣旨

社会保険病院 饉厚生年金病院 (全国に現在 61病院)を保有している独立行政法人年金 自健康保険
福祉施設整理機構 (RFO)に つき、独立行政法人地域医療機能推進機構に改組 して、地域医療に貢
献しつつ安定的な病院運営を行う組織とする。

2.改組法人の概要

名 称 :独立行政法人地域医療機能推進機構 ※法律名も変更
業 務 :病院、介護老人保健施設及び看護師養成施設の設置及び運営の業務を行う。

3.改組の時期等

口 地域医療機能推進機構 (機構)への改組時期は公布の日から3年以内の政令で定める日とする。
口 RFOの 解散規定 (平成24年 10月 1日 解散)を削除 し、従来の譲渡業務を改組時期まで行うとともに、
船員保険病院に係る業務ができるよう規定を整備する。

口 機構は、改組時から病院を自ら運営する。改組までの期間を準備期間とし、準備期間中は病院の
運営を従来の特例民法法人等に委託 して行う。なお、個別に運営を委託 している病院については個
別の事情に応 じて委託を続けることを可能とする。

・ 機構は、その譲渡後も地域において必要とされる医療等を提供する機能が確保される病院等につ
いては、所在地方公共団体の意見を聴いて、譲渡することができる旨を規定する。

法律の施行日 :公布の日 (平成23年 6月 24日 )か ら3年以内の政令で定める日 (一部公布の日)
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東日本大震災への対応について



東日本人震災への対応について

平成23年 7月 26日
厚生労働省

Ministry of Health,Labour and weifare



東日本大震災における被害状況

○ 平成23年 3月 11日 (金 )14:46に三陸沖でマグニチュード9.oの地震が発生。東北
地方を中心に地震、津波等により大規模な被害。

ユーラシアプレート
ノ
ノ
Ｘ

死者

行方不明者

負傷者

15,597名

4,980名

5,694名

109,794戸

125,752戸

460,440戸

(警察庁調べ7月 20日時点)

全壊

半壊

一部損壊

北米プレート

フィリピン海プレート

太平洋プレート



被害状況①(医療機関・社会福祉施設)

(1)被災地の病院の被害や診療機能の状況
(厚生労働省医政局フ月11日 時点まとめ)

病院数

東日本大震災による
被害状況

診療機能の状況

全壊
一部

損壊
※1

外来の受入制限 外来受入不可 入院の受入制限 入院受入不可

被災

直後

4/20

現在

5/17

現在

6/20

現在

被災

直後

4/20

現在

5/17

現在

6/20

現在

被災

直後

4/20

現在

5/17

現在

6/20

現在

被災

直後

4/20

現在

5/17

現在

6/20

現在

岩手県 94 3 59 54 5 3 3 7 3 3 3 48 7 2 2 5 4 4

宮城県 147 5 123 40 17 5 5 6 2 2 7 13 5 4 38 7 6

福島県 139 2 108 66 20 9 27 12 12 52 22 14 10 35 24 20 17

計 380 10 290 160 42 19 17 45 21 17 16 107 42 21 16 84 40 31 27

※1 全壊及び一部損壊の範囲は、県の判断による。「一部損壊」には、建物の一部が利用不可能になるものから施設等の損壊まで含まれうる。
※2福島県の受入不可の医療機関の中には、東京電力福島第1原発の警戒区域、緊急時避難準備区域内の病院を含む。
※3災害拠点病院については、県立釜石病院 (岩手県)で入院制限及び南相馬市立総合病院 (福島県)で入院・外来制限。(7/1時点)

※4-部 確認中の病院がある。

※1施設数については、被害のあつた施設類型のうち主立つたものについて、平成21年度の各種統計を元に集計。
※2全壊及び一部損壊の範囲は、県の判断による。「一部損壊」には、建物の一部が利用不可能になるものから設備等の損壊まで含まれうる。 2

(2)被災地の社会福祉施設等の被害 (厚生労働省社会・援護局5月 13日 時点まとめ )

施設数※1 被災施設
数

児童福祉施設 老人福祉施設 障害福祉施設 その他福祉施設

全壊
一部
損壊※2 全壊

一部
損壊

全壊
一部
損壊

全壊 一部損壊

岩手県 2,142 208 12 29 9 92 9 56 0 1

宮城県 2,712 333 13 131 2 54 122 0 0

福島県 2,352 334 2 92 168 0 70 0 1

合 計 7,206 875 27 252 12 314 20 248 0 2



被害状況②(水道)

○ 津波の被災地を中心に、3県で少なくとも4.8万戸の断水被害が生じている状況。これまでに
復旧した総数は225万戸。

04月 上旬の余震により、断水戸数が一旦増加したが、順調に復旧が進んでいる。

(戸数 ) 東日本大震災における水道の復旧状況
(7月 19日 現在 )

2400000

■・
・・・・・・・・

■■■■

2000000

1600000

■■

1200000

400000

0

町村数)

800000

3

約225万戸
(復旧戸数)

盛 )

―
断水戸数 (左軸 目盛 )

■、 復旧戸数 (左軸 目盛 )

約4.8万戸
(断水戸数 )

3月 12日 3月 27日 4月 11日 4月 26日 7月 19日



0臨 海部の市町村の事業所・就業者については、特に大きな影響を及ばし
ているものと推測される。

<事業所数>
1.6万所 (24%)
4.7万所 (43%)
2.4万所 (24%)
8.8万所 (31%)

<就業者数>
13.1万人 (19%)
45.8万人 (41%)
25.3万人 (25%)

く1凛I亜五磁 111)

(出 所)総務省「平成17年国勢調査」
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“
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.r′劇

晨業 漁 集

岩手県

官城県

福島県 12863

全国

0%      10%     20%
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総務省「平成17年日勢調査」
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●金融 保険粛

■不動産業

飲食店
=泊

彙

医療 福祉

教育 学雪支援業

根合サービス事業

サービス彙(佃こ分目されないもの)

(備考)臨海部の市町村 :

岩手県(洋野町、久慈市、野田村、普代
村、田野畑村、岩泉町、宮古市、山田
町、大撻町、釜石市、大船渡市、陸前
高田市)、

宮城県(気仙沼市、自三陸町、石巻市、
女川町、東松島市、松島町、利府町、
塩釜市、七ヶ浜町、多賀城市、宮城野
区、若林区、名取市、岩沼市、亘理町、
山元町)、

福島県(新地町、相馬市、商相馬市、浪
江町、双棄町、大熊町、檜葉町、富岡
町、いわき市、広野町 )

運輸彙 卸売 4ヽ売業
食

ヽ

飲
店 医療.福祉 教育 

サ
礁 彎 5書

類

“卜一̈
一”・

996   4%

4

特に被害の大きい、
臨海部について把握



災害救助法の適用

0災 害に際して、国が応急的に必要な救助を行い、救助経費を一部負担するもの。

(被災自治体の財政力に応じ、最大9割国庫補助)。

○ 宮城県、岩手県、福島県等に災害救助法が適用され、応急仮設住宅の設置をはじめとする
災害救助のための経費として、第一次補正予算等で予算措置 (約4,400億円)を講じた。

全域適用

一部適用

長野県一部適用

(3月 12日 )(1村 )

東京都一部適用(3月 12日 )

(47区市町)

千葉県一部適用(3月 24日
)

(6市 1区 1町 )

青森県一部適用(3月 13日 )

(1市 1町 )

岩手県適用(3月 12日
)

(全34市町村 )

宮城県適用(3月 11日 )

(全35市町村)

福島県適用(3月 17日 )

(全59市町村 )

茨城県一部適用(3月 15日 )

(28市 7町2村 )

栃木県一部適用(3月 17日
)

(15市 町 )

○医療、助産

○避難所の設置費

○炊き出し、飲料水の提供

○被服、寝具等の提供

○ホテルや旅館の借り上げ費

○仮設住宅、高齢者サポートセンター
の設置費 (※)等
※仮設住宅の集会室の一部を活用した場合

5

○被災者の救出



政府における東日本大震災関係の対策本部等

災害対策本部 (3′11設置)

現地対策本部(3/12設置)

市町村復興支援チーム (7/6活動開始)

宮城県現地対策本部

福島県現地対策本部

本部長 :厚生労働大臣
副本部長 :副大臣、政務官
事務局長 :社会・援護局長

岩手県現地対策本部



東日本大震災に対するこれまでの対応①

L被 災者生活支援本部(3/17)   ―――――――…――一――………………………………………>
PM14:50)

0官邸対策室設置、緊急参集チーム招集 (3/1l PM14:50)

○緊急災害対策本部を設置(3/1l PM15:14)

※数値は7/19時点

0厚

約37人 (9チーム)活

動中。(累計11,623人

(2,454チーム))

9人活動中

(累計 1′893人 )

184人活動中

(累計8,750人 )

12人活動中

(累計517人 )

49人 (13チーム)活動

中。(累計2,779人 (56

チーム))

・DMAT(災害派遣医療チーム)

による救護活動 (3/11～ 3/22)

▲最大193チームが現地で活動 (3/13)

・医療関係団体等の医療チームの派遣・急性期 (3/16～ )▲最大約706人 (156チーム)が現地で活動 (4/15)

・薬剤師の派遣 (3/17～ ) ▲最大133人 が現地で活動 (4/10)

○現地での直接雇用ヘシフト
185A (7/11

管理栄養士の派遣 (3/20～ )     °宮城では全避難所で食事の総点検を2度実施 (4/1～ 、5/1～ )

心のケアチーム派遣 (3/16～ )

O被災者健康支援連絡協議会 (4/22～ )



東日本人震災に対するこれまでの対Ⅲ②l.l_.‐i: ■_■ ●: | `|■   ■ 11■  ■1 ■■| .|■ ■|   ■

医
薬
品
・物
資

鍾

臨

O一般。医療用医薬品を被災地へ搬入 (3/12～ )

○生協から毛布・飲料水等の物資を配送 (3/13～ )

○医薬品の供給体制を構築 (各県ごとに集積所を整備。医薬品の搬入)(3/19～ )

○一般用医薬品を水産庁巡視船で海路搬送 (3/20～ )

○医療用医薬品を米軍ヘリによる空路搬送 (3/19)

※数値は7/19時点

83人活動中

(累計 1′498人 )

受入実績
1,850A

0大震災被災障害者総合支援本部 (3/18～ )‐―――――――――――――――一―――…………)
・被災地に現地対策本部を設置し、二一ズ調査。支援チームを派遣 (3/22～ )

O妊産婦・乳幼児に対する支援のポイントを周知 (3/18～ 、4/14・ 5/20改訂)°
発達障害児・者に対する支援策をリーフレットで周知 (4/28～ )

3人活動中
(累計169人 )

介護職員等の派遣 (3/21～ )

被災地の要援護者の他都道府県等へ受入 (3/21～ )

仮設住宅の着工 (3/19～ )

サポート拠点の設置・運営イメージを情報提供 (4/19)

‐御遺体の埋火葬の体制確保 (民間事業者への協力要請等)(3/12～ )

小口資金)の開始 (3/11～ )

融公庫による事業者向けの融資 (3/11～ )

○「子どもの心のケアの手引き



東日本大震災に対するこれまでの対応③

○医療保険制度による支援 (3/11～ )

・「日本はひとつ」しごとプロジェクト・フェーズ1(4/5)
。「日本はひとつ」しごとプロジェクト・フェーズ2(4/27)

・被災地に居住し生活にお困りの方は医療機関での窓口負担を免除
・保険料の減免 (最長1年間)

○介護保険制度による支援
・被災された方で生活にお困りの方について利用者負担及び介護保険施設
等の食費・居住費等の自己負担の免除等を実施 (3/17～ )

・保険料の減免等(3/11～ )

〇年金制度による支援
・厚生年金保険料の猶予、国民年金保険料の免除(3/13～ )

・厚生年金保険料の免除 (最長 1年間)

○生活支援ニュースを配付 (4/5～ )

○障害福祉サービスの支援 (3/24～ )

・障害福祉サービスの利用者負担や入所者の食費・居住費の自己負担を免除。

雇用調整助成金、医療保険制度、介護保険制度、年金制度、障害福祉サービスの支援については、震災発生日に遡っての適用が可能。

○被災者等就労支援・雇用創出推進会議(3/28～ )

○福祉・くらし。雇用などの相談を共同で行うワンストップサービスを実施 (4/5～ )

9

1雇用創出基金事業による当面のつなぎ雇用の確保 (4/5～ )



東日本大震災に対するこれまでの対応④

0原子力緊急事態宣言発令 (3/1l PM19Ю3)

O原子力災害対策本部 (3/11)
・総理大臣指示(3/11～ )

・総理大臣指示 (4/22～ )

※数値は7/19時点

・総理大臣指示 (6/17～ )

8人 (4チーム )

活動中

(累計398人 )

福島第一発電所の半径20km囲内の避難、20～30km圏内の屋内待避 計画的避難区域・緊急時避難準備区域を設定 特定避難勧奨地点を設定
0東電福島第一原

書作業員

健康対策室 (5/20)
・東京電力福島第一原発へ立入調査
( 5/27′ 6/7′ 7/11

O患者・利用者の搬送 (3/18～ 22)

・屋内退避指示が出ている20～ 30km圏内の病院・老健施設等の患者・入居者

○母乳中の放射性物質濃度等に関する調査結果を公表
(4/30′ 5/17′ 6/7)

.被
曝不安解消のための医療チーム派遣(3/17～ )

原
発
事
故
へ
の
対
応

(約 1,700人 (6病院約700人、福祉施設約1000人 ))を福島県内外へ搬送
O放射線の健康影響に関する一般の方向けQMを HPで周知(3/23)

O食品の出荷制限・摂取制限の設定・解除の考え方を公表 (4/4)

O水道水の摂取制限。摂取制限の解除の考え方を公表(4/4)

O保育所等の園舎・園庭等の利用判断の暫定的考え方を設定(4/19)

食品中の放射性物質について暫定規制値を設定(3/17～ )

○魚介類に対する放射性ヨウ素の暫定規制値を設定 (4/5～ )

食品・水道水中の放射性物質のモニタリングの結果公表(3/19～ )

10



保健・医療①(医療関係者の派遣等)

被災地における医療の現状

○ 地震が発生して4ヶ月が経過し、
医療の内容は救急医療から慢性
疾患 (高血圧など)対応ヘ

(2)医療保険制度による対応

○ 氏名、生年月日などの申し出により、被保
険者証なしで医療機関を受診することが可能

○ 被災地に居住し、生活にお困りの方は、医
療機関での窓口負担を免除 (震災後に他の
市町村に移つた方も同様 )

(※ 7月 からは、原則として被保険者証と免
除証明書を窓口で提示することが必要 )

現状への対応

(1)医療関係者の被災地への派遣

0日 本医師会等の関係団体から、医師等を
派遣

○ 全国の自治体との間で、保健師等の派遣を
調整

○ 精神科医、看護師等から構成される「心の
ケアチーム」の派遣を調整

(医療チームのミーティング)

~~                                         l  l
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保健・医療②(薬剤師の活動)

現在の活動
口避難所等における医薬品供給、相談等
・病院、薬局における調剤等の医療活動
1医薬品集積所での医薬品の仕分け・管理等

(被災地におけるくすりの相談窓口)(避難所の仮設薬局での医薬品管理)

..     1嗜 鷹

今後の活動

O被災地の薬局、医療機関における調
剤、服薬指導等による患者への継続
的な支援

○避難所や仮設住宅入居者への巡回
による薬の提供や相談及び衛生管理

O救護所口避難所等における被災者に対する
医薬品提供、服薬説明及びお薬手帳の活用

・医療チームに同行して、避難所等における
処方支援、医薬品の識別、代替医薬品の
提案、医薬品の提供、服薬説明

・各避難所等において医薬品に関する相談
応需・服薬説明、一般用医薬品の使用相談・

提供

○被災地の病院の薬剤師業務の支援 (院内調剤、
外来患者への服薬説明等)

0避難所等における衛生管理、防疫対策

○医薬品集積所等での医薬品の仕分け・管理、
救護所・避難所への払い出し作業



保健・医療③(保健師の活動)

避 難所にご琶慨t魔櫂記翌L健康・衛生管理
・在宅要支援者等への家庭訪間
・仮設住宅入居者の健康状況の把握

避難者の健康相談
に応じながら、避難
所におけるニーズ
を把握

今後の活動

○ 避難所・仮設住宅の巡回及び家
庭訪間による要支援者への継続し
た支援

○ 乳幼児健診等の市町村の平常
業務再開に向けた支援

O熱 中症予防対策
・脱水症状を予防するため、こまめな塩分・水分摂取
を呼びかけながら、健康相談。健康教育を実施

・避難所の管理者等に、室内温度を適切に保つため
の環境整備や水分補給が可能な体制整備につい
て助言

O感 染症や食中毒の予防
手洗い、うがい、部屋の換気及びトイレ消毒等の保

健指導や健康教育を実施

0心 の相談への対応
不眠やストレスを訴える避難者の把握、精神障害者

の継続的な治療等を支援
必要に応じて、心のケアチーム等と連携

0福 祉サービス等への連絡調整
支援を必要とする高齢者、障害者等に対する必要な

ケアの実施
ニーズに応じて介護・福祉サービス、ポランティア等

の支援につなぐための連絡や調整

(エコノミークラス症候群等の予防のために健康体操を実施)



保健,医療④(栄養改善対策)

現在の活動

O岩 手県・宮城県・福島県、社団法人
日本栄養士会の連携の下、被災外の
自治体管理栄養士の協力も得て、栄
養状況の厳しい避難所の巡回指導、
個別相談、食事の確保に対応。(3/
20～ )

0安 定的に供給すべき食事提供のた
めの当面の目標となる栄養量を提
示。(4/21～ )

○ 岩手県・宮城県 D福島県における避

難所の食事提供状況等の把握、改善
すべき課題の整理、対応。(4/1～ )

O被 災後3ヶ月以降の避難所におけ
る食事提供のための栄養量とともに、
適切な栄養管理の留意事項を提示。
6/′ 14～

今後の活動

○ 避難所や仮設住宅への管理栄
養士による重点的な巡回指導、栄
養バランスのとれた食事の確保

○ 糖尿病などの疾病状況や生活
状況といつた個別ニーズに応じた
食生活支援

(家庭訪間による栄養指導)
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○ 避難所への医療用医薬品の供給については、各県集積地に搬送された医療用医薬品を、各
県の実情に応じ県薬剤師会等の協力により保健所・救護所等へ搬入し、巡回医師が携行。

○ 一般用医薬品については、各県集積地に搬送し、生活物資と同梱するなどにより避難所へ搬
入

一般用医薬品の搬入

岩手県、宮城県、
福島県

岩手県、宮城県、
福島県

(県集積地に運びこまれた一般医薬品)

・トラックによる陸路搬送
・米軍ヘリによる空路搬送

・トラックによる陸路搬送
・水産庁巡視船による海路
搬送

各県集積地より、①県内の保健所・救護所等ヘ
搬入した上で、②避難所を巡回する医療チーム
が携行

各県集積地より、生活物資と併せて避難所に搬
送したり、避難所を巡回する医療チーム等が携行

(仕分け梱包後、実情に応じて避難所へ)

医療用医薬品の搬入

部分拡大



(1)介護職員等の被災地への派遣

○ 全国の都道府県等に対し、被災地の介護
施設、障害者施設等への介護職員の派遣を
依頼。

0岩 手県302人、宮城県966人、福島県1

56人を派遣。累計1,498人。
派遣可能人数 :7,719人

(3)介護保険制度による対応

○ 氏名、生年月日などの申し出により、被保
険者証なしで介護サービスを利用することが
可能

○ 利用料、介護保険施設等の食費口居住費
の自己負担額の免除等を実施。

※7月 1日 以降は、原則として、被保険者証・免除証明書等が各々必要

(2)要援護者の被災地からの受入

○ 全国の都道府県に対し、被災地の要援護
者の介護施設等への受け入れを依頼。

実績 :1,850人 (岩手県271人、宮城県953人、福島県626人 )

このほか東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う退
避者 (介護施設等入所者)の受入れ 約1,500人

※ 実績については、7月 19日現在 (介護職員による家庭訪間の様子)
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護・福祉
(障害者・児童)

(1)障害者

○ 障害者団体が被災地において災害対策本

部を設置し、地元の自治体等と協力して、居

宅等で暮らす障害のある方の実態把握や必

要な支援につなげる取組を推進。

○ 氏名、生年月日などを申し出ることにより、

受給者証なしで、障害福祉サービス等を受

けたり、医療機関、薬局での受診や薬の受

け取りが可能

けることが石

(3)支援が必要な児童

○ 児童相談所の職員が、避難所等を巡回訪問し、震災
孤児を調査中
・確認状況 7月 19日 現在 221人

(岩手県88人、宮城県112人、福島県21人の確認が行われ
ているが、今後増える見込み)

○ 教育委員会等においても、学校等における児童生徒
の被災状況を調査中

(2)児童福祉関係職員等の派遣

○ 全国の都道府県等に対し、被災地の避難
所や児童相談所等への児童福祉関係職員

(保育士、児童福祉司等)の派遣を依頼。派

遣可能人数は396人

実績:宮城県3人が活動中

累計 岩手県19人、宮城県138人、福島県12人

合計169人 (7月 19日 現在)

O児 童相談所職員による支援が必要な児童の確認と

相談
・児童相談所職員が、要援護児童の確認、養育と生活に関す
る親族との話し合いを実施

0子 どもの心のケア
・心のケアの実施、子どもの心のケアに関する手引きの配布

O受 け入れ先の確保
・親族による引き受けが中心となるが、親族が受け入れられな
い児童は、里親や児童養護施設等で受入を調整中
・受入可能人数を調査

(7月 19日 現在 里親2,189人 、施設4,959人 )



について
○ 災害救助法の適用により、応急仮設住宅の設置について国が財政的支援を実施。

○ 応急仮設住宅の供給について、7月 20日 時点で40′ 380戸が完成しており、被災地から要請さ
れている52,814戸のうち大半は8月 中に完成する予定。

宅

(参考)岩手県釜石市

・施設概要  : 延床面積317ポ (集会室 (デイ
サービス室)、 相談室、事務室、 トイレ、浴
室、厨房等)

※ 向かい合わせの玄関等によるコミュニティの
形成、ウッドデッキ等によるバリアフリー化等
を促進
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縁側デッキの光景
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設住宅へのサポート休告1につい
・ コミュニティの交流の拠点、情報収集拠点として、仮設住宅に併設
・ 行政との接点となる自治会組織の活動拠点でもある
・ 介護や障害福祉、子育て等のサービス支援の拠点となる
・ 配食サービス、24時間の見守り、移動支援といった生活支援を行う
・ 仮設住宅入居者から選ばれた「ふれあい推進員」の活動拠点として、お祭り、学校行事の打ち合わせの場に
・ 介護等のサポート拠点の設置口運営費用として、岩手県20か所、宮城県43か所、福島県16か所 (この
他9ヶ所の要望についても検討中)分が、各県の6月 までの補正予算に計上されている。

※ LSA:ライフサポートアドバイザー =住民からの様々な相談を受け止め、軽微な生活援助のほか、専門相談や具体的なサービス、心のケア等につなぐなど
19の業務を行う者

、
　
　
　
　
　
　
携連

漁
一近隣の居宅サービス事業所彗

との連携

地域の高齢者・障害者。子ども

<サポ…卜拠点>
仮設住宅に併設
総合相談機能

疇 F園
デイサ…ビス、情報支援、日中活動等  |

居宅サービス等
(居宅介護支援、訪間介護、訪問看護、診療機能等)

配食サービス等の生活支援

地域交流スペ…ス (サロン)

心の相談憲ロ

心の相談富口の併設

Ｘ
　
´

Ａ
一

Ｓ
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Ｌ
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雇用①
(「日本はひとつ」しごとプロジェクト)   .

被災者の就労支援と雇用創出を促進するため、補正予算・法改正等による総合対策として、

『「日本はひとつ」しごとプロジェクトロフェーズ2』 をとりまとめ (4月 27日 )

補正予算口法改正等による総合対策
(参考)当面の緊急総合対策として、フェーズ1を4月 5日にとりまとめ

復旧事業等による確実な雇用創出

公共土木施設等、空港、公営住
宅、水道、工業用水道、廃棄物処
理施設等の災害復旧、災害公営住
宅等の整備・公共土木施設等の補
修工事
農地・農業用施設、海岸林・林

地、漁港・漁船・養殖施設等の復
旧支援
医療、介護、児童、障害等施設、

職業能力開発施設等の災害復旧
市町村の行政機能の応急の復旧
仮設住宅の建設等
災害廃棄物 (がれき等)の処理等

0雇用創出基金事業の拡充

重点分野雇用創造事業の基金を積
み増して拡充     →次買

災した方々の た

援に向けた

0被災した方を雇い入れる企業への助
成の拡充

被災した離職者を雇入れ助成金
(特定求職者雇用開発助成金)の助
成対象に追加

○職業訓練の拡充

O復旧工事災害防止対策の徹底

O避難所への出張相談と被災者の二

ズに対応した求人開拓

○広域に就職活動を行う方への支援

○被災地における新規学卒者等への就
職支援

した方々の雇用の維持ロ

生活の安定

0雇用調整助成令の株奈 →次頁

特例対象期間(1年間)中に開始した
休業を最大300日 間助成金の対象
暫定措置 (被保険者期間6か月未満

の方を対象)を延長

○各種保険料等の免除等

0中小企業者、農林漁業者、生活
衛生関係営業者等の経営再建支援

0雇用保険の延長給付の拡充 →次買
雇用保険の給付日数を、現行の個別
延長給付 (60日 )に加え、更に延長

O未払賃金立替払の請求促進・迅速な
支払



雇用②
(主な支援制度 )

震災被害により賃金が支払われない労働者のために、特例措置を実施

○ 事業所が震災被害を受けたことにより休業となり、賃金
が支払われない労働者に、離職していなくても、失業手当
を支給する特例措置を実施

0震 災により休業及び離職を余儀なくされた方の給付日数
について、原則60日 の個別延長給付を更に60日 分延長
する特例措置を実施

(1)雇用保険
O労 働者が離職した場合に、失業手当を支給

※離職せずに休業している場合は支給されない

(2)雇用調整助成金
0経 済的理由により事業活動の縮小 (注)を余
儀なくされた事業主が、労働者の雇用維持の
ため、休業等を実施した場合
(注 )最近3か月とその直前の3か月又は前年同期の事業活動

を比較

→ 休業手当などの負担額の2/3
(中小企業は4/5)を国が助成

○対象の拡大
。東京都を除く災害救助法適用地域の事業所

・ これらの地域の事業所等と取引関係が緊密な事業所等

○事業活動縮小の確認期間の短縮(3か月→1か月)

O支給対象期間において、これまでの支給日数にかかわら
ず、最大300日 の受給を可能とする 等

(3)雇用創出基金事業
0国 の交付金を財源として、都道府県・市町村

が、離職した失業者の雇用機会を創出する事
業

・対象分野 :介護、医療、農林など

・雇用期間 :1年以内、更新不可

要件緩和ロ

積み増し

0基 金を積み増して拡充し、「震災対応事業Jとして被災者
の雇用機会を創出する事業を実施。
(自 治体の臨時職員として雇用することも可能)

(例)仮設住宅における子どもの一時預かりや高齢者の
見守り、がれきの片付け 等

○ 雇用期間の複数回更新を可能とする

O全 国で合計約41,000人の雇用創出計画 (7月 15日 現在)



(参考)雇用創出基金事業の取組状況 (7月 15日現在厚労省把握分)

東日本大震災により仕事を失われた方々の雇用の場を早急に確保するため、重点分野雇用
創造事業等の雇用創出のための基金事業について、実施要件の緩和と基金の積み増 しにより、
被災された方々の雇用機会を創出する事業を実施。 (23年度補正予算 :500億円)

0 岩手県
10,000人 の雇用計画数。うち、4,772人の求人数。うち、31097人の採用実績。
役所の事務作業、仮設住宅の環境整備、流失 した漁具の片づけ等を行 う。

O 宮城県
11,000人 の雇用計画数。うち、6.516人の求人数。うち、 3。 387人の採用実績。
被■地のパ トロール、仮設住宅での高齢者の見守 り・ニーズ調査、花の植栽等を行う。

0 福島県            
´

.

11,000人の雇用計画数。うち、5,610人 の求人数。うち、39874人の採用実績。
避難所・仮設住宅のパ トロールや清掃、住民票等受付・発行等を行う。

O 全国で、基金を活用 し、約41。 000人の雇用計画数。うち、約13,400人の採用実績。
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雇用③
(被災者への取り組み)

就職件数の推移雇用保険離職票等交付件数の推移

O被災3県の雇用保険離職票等交付件数は13万 6′636件、
対前年比2.0倍となつている。

被災3県の雇用保険離職票等交付件数の推移 (3月 12日 ～7月 10日 の累計)

(件 )

150000

100000

50000

0

平成22年 平成23年

(資料出所)厚生労働省調べ

○被災3県の5月 の就職件数は、1万 2′952件であり、
震災後増加傾向にある。

,福島

■宮城

■岩手

(人 )

14000

12000

10000

8000

6000

4000

2000

0

(参考)

0雇用創出基金事業による就職件数は、被災3県で10′ 358件 (7月 8日 現在 )

(内訳 :岩手県3,∞ 7件、宮城県3,387件 、福島県3,874件 )

Ⅲ=福島県

■宮城県

■岩手県

(資 料出所)厚生労働省調べ

5月4月3月

就職件数の推移

136′ 636141

66′ 749♯+

被災者の方々に向けた取組

<特別相談窓口での相談>
○ ハローワニク、労働基準監督署などに特別相談窓口を設置

○ フリーダイヤルによる電話相談

<避難所等への出張相談>
○ 避難所等において、入所者を対象としたハローワーク、労働基準監督署

からの出張相談を実施 (1′ 348回 :相談実績 :8′ 149件 )6月 17日 時点

※ 岩手、宮城、福島の3県内のみならず、埼玉、千葉、東京など、被災者が

入所する各地の避難所等において実施



(1)被災地における医療・年金・介護・労働保険料の納付期限の延長、免除等

O医 療保険、厚生年金保険、
介護保険、労働保険の保険
料負担

○納付期限の延長口猶予、延長期間中の口座振替の停止

○保険料の減免 (最長 1年間 )

○保険料の減免を行つた保険者への財政支援 等

※保険制度によって支援措置は異なる。

(2)年金相談への対応
〇 年金事務所等の職員による被災地における出張巡回相談

(主なご相談内容:遺族年金給付、年金保険料の免除申請、年金手帳等の再交付など)

○ 日本年金機構による「被災者専用フリーダイヤル」の開設 (4月 11日 ～)

(3)ワンストップサービス

○目的

避難所生活を余儀なくされている方々の生活に関
する総合的な相談に幅広く対応すること

○内容
雇用口労働、年金口くらし口福祉などの相談を、労働局ロ

年金事務所・社会福祉協議会等の職員が共同で行う
もの

実施状況 :避難所等289箇所で実施 (7月 15日 現在 )

(4)「生活支援ニュース」の配布
O被 災された方を対象

○ 健康維持や生活支援、仕事探しなどのための
情報を掲載した「生活支援ニュース」を発行し、
ill輔所等に配布

<参考>第 1号 (4月 5日 )、 第2号 (4月 12日 )

第3号 (4月 19日 )、 第4号 (4月 26日 )

第5号 (5月 5日 )、 第6号 (5月 10日 )



原発事故への対応①

(1)健康の確保

①健康相談

○ 放射線に関する健康相談について、都道
府県等の保健所に対し、相談窓口を設置す
るよう依頼。

②被ばく不安解消のためのスクリーニング対
応医師等の派遣

O放 射線の測定や健康管理のため、医師な
ど累計398人が派遣されている。

③入院患者等の搬送

○ 屋内退避指示が出ている20～ 30km圏 内の
病院・老健施設等の患者日入居者(約1,700人

(6病院約700人、福祉施設約1000人 ))を福
島県内外へ搬送

(2)水道水の管理

①放射性物質の指標等
○ 水道水中の放射性物質の指標等を超過した時に
は、厚生労働省より、水道事業者に対して、摂取制限
及び広報を要請

III欝 1::]:『;]:]111;1:LttHま

100Bqノkg)

※ 現時点で乳児または一般における摂取制限を行つてい

る地域はない。(7月 19日 時点)

②水道水における放射性物質対策検討会の検討結果

○ 東電福島第一原発から大量の放射性物質が再度
放出されない限り、摂取制限等の対応を必要とする
ような水道水への影響が現れる蓋然性1ま低い

○ 水道水中の放射性物質が不検出又は極めて低い
濃度で推移しているものの、今後、事故後初めての
梅雨や台風襲来時期を迎えることから、モニタリング
を継続実施
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原発事故への対応②
(3)食品

03月 17日 放射性物質について食品衛生法上の暫定規制値を設定

EI>(例 )野菜:放射性ヨウP素2000Bq/kg、 放射1生tiンウPA500Bq/kg

04月 5日 魚介類に対する放射性ヨウ素の暫定規制値を設定

|〉 魚介類 :放射1生ヨウ素2000Bq/kg

過47引牛(7月 24日
(出荷制限の対象となっている食品) (摂取制限の対象となっている食品)

(一部地域 )

ホウレンソウ、カキナ、キャベツ、ブロッコ
福島県 リー、カリフラワー、原木しいたけ(露地)等

(全域 )

イカナゴの稚魚

福島県

茨城県

栃木県

千葉県

神奈川県

群馬県

(一部地域 )

原乳、ホウレンソウ、カキナ、キャベツ、プロッコリー、
カリフラワー、カブ、原木しいたけ(露地・施設栽培)、

たけのこ、くさそてつ(こごみ)、 ウメ、ヤマメ(養殖を除
く。)、 ウグイ、アユ(養殖を除く。)等
(全域 )

イカナゴの稚魚、牛肉(7/19～ )

(全域)茶 (6/2～ )

(一部地域)茶 (6/2～ :フ/8～ )

(一部地域)茶 (6/2～ 、7/4～ )

(一部地域)茶 (6/2～ 、6/23～ 、6/27～ )

(一部地域)茶 (6/30～ )

(7月 24日現在)
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「社会保障・税一体改革成案」に対する
日本医師会の見解

2011年 8月 29日
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政府「社会保障・税一体改革成案」について一日本医師会の見解―

2011年 7月 1日 、「社会保障・税一体改革成案」が閣議報告され

た。この成案は、社会保障の強化にむけ、医療、介護に相当の

資源 (費用、マンパワー)を投入する方向性を打ち出しており、こ

のことは評イ面できる。

しかし、財源を確保するため、受診時定額負担、医薬品の患者負担の見直

し、高齢者の自己負担割合の見直しなど、さらなる患者の経済的負担を求め

ていることは問題である。

また、「社会保障・税一体改革成案」は、さらなる急性期医療の強化を通じ

た平均在院日数の短縮化を打ち出している。しかし、患者負担および医療の

安心・安全面から、平均在院日数の短縮化はもはや限界であり、強引に進め

るべきではない。

社団法人 日本医師会
４
１
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社会保障改革にむけての日本医師会の提言

日本医師会は、国民がさまざまな格差に苦しむことなく必要な医療・介護を
受けることができる社会を持続させるため、以下の提言を行なう。

1.医療・介護については、地域 (特に地方)や個々の家族の事情を踏まえて

多様なあり方を認め、そのために、全体的かつ幅広く資源を投入すること。

2.日 本は、先進諸国に比べ平均在院日数が長<、 受診回数が多いと指摘さ
れている。しかし、国民医療費が低く抑えられている中、日本国民の健康
度がきわめて高いことも事実である。今後は国民医療費を引き上げ、これ
までの日本の医療のあり方を尊重しつつ、強化すること。

3.財源は、保険料の見直し(保険料率の公平化、高所得者や大企業の応分
の負担 )、 さまざまな税制改革によって確保すること。あらたな患者負担は

求めないこと。また、消費税率を見直す場合には、控除対象外消費税を
解決すること。

4.社会保険の持続可能性を高めるため、医療・介護分野のみならず、社会
全体の就業人口を確保するための雇用対策を進めること。

2社団法人 日本医師会



「受診時定額負担」に対する日本医師会の見解

2011年 7月 1日 に閣議報告された「社会保障・税一体改革成案」では、高額療

養費の負担軽減の財源とするため、受診時定額負担を導入することが示され

たが、日本医師会は、受診時定額負担の導入に断固反対である。

3

1.高額療養費のあり方を見直し、患者負担を軽減することには賛成する。

2.しかし財源は、公的保険である以上、幅広く保険料や税財源 (公費)に求め

るべきである。患者負担を強いることは言語道断である。

当初は定額100円 であつても、いったん導入されれば、その水準が引き上

げられていくことは、過去の患者一部負担割合の引き上げを見ても明らか
である。その結果、高齢者や低所得者の方は受診を差し控えぎるを得なく

なる。

2006年 6月 の健康保険法等の一部を改正する法律案附帯決議に、公的医

療保険の給付範囲を維持することが明記されたが、これに反する(次頁参
照 )。

社団法人 日本医師会



医療保険の給付範囲を守ることが明記された付帯決議 (2006年 )

2006年 6月 の健康保険法等の一部を改正する法律案附帯決議に、公的医療

保険の給付範囲を維持することが明記されている。

4

健康保険法等の一部を改正する法律案及び良質な医療を提供する体制の

確立を図るための医療法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議

(2006年 6月 13日 参議院厚生労働委員会 )

「平成14年の健康保険法等の一部を改正する法律附則第2条第1項に

明記された、『医療保険各法に規定する被保険者及び被扶養者の医療

に係る給付の割合については、将来にわたり百分の七十を維持するも

のとする。』ことを始めとして、安易に公的医療保険の範囲の縮小を行わ

ず、現行の公的医療保険の範囲の堅持に努めること」

社団法人 日本医師会



「受診時定額負担」に関連した規制改革の進め方について

2011年 7月 22日 、「規制・制度改革に係る追加方針」が閣議決定されたが、

そこには、高額療養費の負担軽減策について、「社会保障・税一体改革成案

を踏まえる」とある。しかし、「社会保障・税一体改革成案」は、閣議報告され

たに過ぎない。

規制改革についての今回の閣議決定は、受診時定額負担を聞接的に閣議

決定しようとするものであり、日本医師会はこれを厳しく非難する。

【規制・制度改革に係る追加方針 (2011年 7月 22日 閣議決定)】

ライフイノベーションWG「高額療養費制度の見直し」

① かかつた疾病の種類にかかわらず、長期にわたる慢性期の療養の際の

負担をより軽減できる制度となるよう、高額療養費制度における外来診療
の現物給付化を行う。<平成24年度措置>

② 更なる負担軽減策については、社会保障・税一体改革成案(平成23年

6月 30日 政府・与党社会保障改革検討本部決定)を踏まえ、検討する。
<平成23年度検討>

5社団法人 日本医師会



受診時定額負担が導入された場合の負担 (保険免責制の考え方の場合)

今回の「受診時定額負担」が、保険免責制的な考え方なのか、「上乗せ」方式
であるのかは明示されていない。保険免責制の場合、以下のような負担になる。
受診回数の多い高齢者や病気がちの方にとって、より負担が大きい。

一  般 高齢者

1回の通院医療費 7,310円
*

医療保険 7,210円

卸
岬保険給付

患者一部

負担 (3割 )

2,160円

1回の通院医療費 8,200円
*

医療保険 8,100円

卸
岬保険給付

患者一部

負担 (1割 )

810円

月2回通院

医療費 14,620円

医療保険 14,420円

定額
200円

患者一部

負担4:320円

(医療費の31.0%)

月4回通院

医療費 32,800円

医療保険 32,400円

卸
側

患者一部

負担3,240円

(医 療費の 11.1%)

*厚生労働省「平成22年 社会医療診療行為別調査」

※紙面の都合で縮尺は合っていない
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受診時定額負担が導入された場合の負担 (上乗せ方式との比較 )

今回の「受診時定額負担」が、「上乗せ方式」を想定している場合には、患者
負担がより大きくなる。さらに、保険者の収入にするという意見もあるが、公的医
療保険としてまったく説明がつかない。

高齢者の例
保険免責制の場合 上乗せ方式の場合

1回の通院 8,200円
*

保険給付

患者一部

負担

(1割 )

810円

定額

100円

¬か月の医療費 32,800円

保険給付

患者一部

負担

3,240円

定額

400円

計 3,640円

(医療費の11.1%)

*厚生労働省「平成22年 社会医療診療行為男1調査」

※紙面の都合で縮尺は合つていない

1回の通院 8,200円
*

保険給付

患者一部

負担

(1割 )

820円

定額

100円

7

1か月の医療費 32,800円

保険給付

患者一部

負担
3,280円

帥
岬

計 3,680円

(医療費の11.2%)
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患者一部負担割合の比較

日本の患者一部負担割合は、公的医療保険がある先進諸国と比べてかなり

高い。これ以上患者負担が増加すれば、受診を控え重篤化するケースが生じ
かねない 。

一般開業医を受診したときの患者一部負担の概要

2008年4月 以降、法律上2割負担であるが、
現在は1割負担に据置き

↓
薬剤の一部負担はある

実質無料

義務教育

就学前

日本

フランス

ドイッ

義務教育

就学後
70-74

歳

75備証

以上-69 フランス ドイツ イギリス カナダ イタリア

日本

・70歳以上の現役並み所得者は3割負担
・高額療養費制度があるので、実際にはここに示した割合より1氏い。
・外来自己負担3割だが、これを補填する補足疾病保険が発達 (共済組合形式、国民の8割が加入)。

・外来は同一疾病につき四半期ごとに10■一日、入院は1日 につき10ユーロ
・薬剤は定率1割負担
1ユーロ=110円 (2011年8月 25日 現在)。

*参考資料 :厚生労働省「世界の厚生労働〈2009〉 -2007～ 2008年海外情勢報告」

厚生労働省「主要国の医療保険制度」   http//WWW mh w gojノ bu nya/iryouhoke n/卜 youhOkenl1/hdcx html

日本医師会,民間病院ドイツ医療・福祉調査団報告書「昏迷するドイツ医療一日本型を極めて世界のモデルヘー」2010年 8月
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国民の安心を約束する医療保険制度 (日 本医師会)(2010年 11月 11日発表)

日本医師会は、すべての国民が、公平な負担の下で、同じ医療を受けられることが公

的医療保険制度の根幹であると考える。それは、年齢や、地域や、所得の違いによる
格差のない制度である。

基本理念

● すべての国民が、同じ医療を受けられる制度

● すべての国民が、支払能力に応じて公平な負担をする制度

● 将来にわたつて持続可能性のある制度

定義

● 一本化 :制度としてひとつに統合すること

● ―元化 :財政調整により財源面で一体的運用を図ること

医療保険制度改革の道筋

第 1段階 高齢者医療制度も含めた医療保険制度全体の方向性の検討

第2段階 地域保険の創設と職域保険の段階的統合

第3段階 職域保険の完全統合

第4段階 全国一本化

9社団法人 日本医師会



公的医療保険の全国一本化に向けての道筋

これまで財源面からの一元化については各方面で検討が行なわれてきたが、財政調整面で抜本
的な解決を見出すことは困難であり、いずれかの制度に雛寄せされ、「皆保険」としての納得感が

得られなかつた。そこで、日本医師会は、公的医療保険制度の全国一本化を提案する。

第4段階
20254再 ～

(後期)高齢者
医療制度

国民健康保険

ヽ _________― ― ― ― 中 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― "

地域保険
(都道府県単位)

全
国

一
本
化

職域保険
(都道府県単位)被用者保険

協会けんぱ

社団法人 日本医師会 10



保険料の見直しについて一日本医師会の提言一

今回の「社会保障・税一体改革成案」には「社会保険の枠組みの強化によ
る機能強化を基本とする」とあるが、日本医師会は、保険料改革について、
以下4点を提言する。

1.被用者保険の保険料率を、もつとも保険料率の高い協会けんぱの水準に
引き上げ、公平化すること。

2,国民健康保険の賦課限度額、被用者保険の標準報酬月額の上限を引き
上げ、高額所得者に応分の負担を求めること。

3.低所得者や高齢者の負担軽減に配慮すること。

4.日本医師会は公的医療保険の全国一本化を提案しているところであるが、
それまでの間、保険料の見直しを通じて確保した財源によつて、保険者間
の財政調整、特に財政基盤の弱い保険者を支援すること。

イ
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保険料率の公平化

(2009年度 )

国家公務員

(2009年度 )

地方公務員

共済組合

(2009年度 )

私学教職員等

全国健康保険協会「平成23年度の保険料率」2011年2月 10日

健康保険組合連合会「平成23年度健保組合予算早期集計結果の概要」2011年 4月 21日

財務省「平成21年度国家公務員共済組合事業統計年報」2011年 3月

地方公務員共済組合協議会「平成21年度地方公務員共済組合等事業年報」2011年3月

日本私立学校振興・共済事業団「平成21年度私学共済制度事業統計」2010年 3月 31日

社団法人 日本医師会

保険料率は、協会けんぱとそれ以外とで格差がある。大企業が組織し平均
給与の高い組合健保や、事業主負担にかわって公費負担のある国家公務員
および地方公務員、私学教職員組合の保険料率を、協会けんぽの保険料率
にあわせ公平化すべきである。

(%o)

10000

被用者保険 保険者別の保険料率

80.00

60.00

(2011生F層蓋) (2011年度 )

協会けんぱ※) 組合健保

※)協会けんぱは都道府県別保険料率の単純平均

*出所 :協会けんぽ

健保組合

国家公務員共済組合

地方公務員共済組合

私学教職員等共済組合
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保険料上限の見直し

国民健康保険の賦課限度額、被用者保険の標準報酬月額の上限を引き上

げ、高額所得者に応分の負担を求めることを要望する。

国民健康保険

被用者保険

賦課限度額65万円
(基礎51万円・後期高齢者支援分14万円)

標準報酬月額上限 121万円

標準賞与上限 年540万円

保険料がかかる上限

給与収入1,050万円

(給与所得820万円)

給与収入 1,992万円

社団法人 日本医師会 13



公的医療保険の財源 (公費)消費税率の見直し

日本医師会は、安定的財源を確保するため、消費税率の見直しも必要である
と考えている。ただし、その場合には、控除対象外消費税の見直しが最優先で
ある。
社会保険診療は非課税であるが、医薬品の仕入れや医療機器などの購入に

は消費税がかかり、医療機関が負担 (控除対象外消費税)している。
厚生労働省は、過去に診療報酬に1.53%を上乗せし、解決済みとしてきたが、

日本医師会の調査によれば控除対象外消費税は収入の2.22%を占めている。

医療機関の控除対象外消費税―社会保険診療収益に占める割合―

(20071「 )

一 日本医師会調査 ―

2.22%

過去に診療報酬で補てんしたとされている部分

1.5396

十出所:日 医総研「消費税の実態調査 結果報告(概要)」 2000年 4月

設備投資
から生じる部分

0.3596

その他
0,7496

社団法人 日本医師会
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平均在院日数の短縮化

「社会保障・税一体改革成案」では、さらなる平均在院日数の短縮化を打ち出
している。しかし、DPC病院を例に見ると、平均在院日数の短縮化にともなつて、
治癒・軽快の割合が低下し、再入院率が上昇している。

平成15年度DPC参加病院 (特定機能病院)のデータ

2006生
「

2007盗暮 2008年 2009年

平均在院日数 17.7日 17.1日 16.5日 16.0日

退院先「自院の外来」 84.20/0 84.70/0 84.30/o 83.90/o

退院患者の「治癒+軽快」

の割合
79.20/0 79,20/o 78.60/o 77.60/o

6週間以内の再入院 8.2% 8.4% 8.90/o 9.0%
ホ出所 :中医協・診療報酬調査専門組織DPC評価分科会「平成21年度『 DPC導入の影響に関する調査結果および評価』最終報告概要」

(参考)平均在院日数についてOECDは次のように指摘している。
「短すぎる在院日数は、患者の健康の結果に悪影響があったり、心地よさと回復を低減させたり
する可能性もある。もし在院日数の減少が再入院率を上げることにつながれば、1疾患当たりの費
用はほとんど下がらず、上がりさえするかもしれない」

・出所 :「 図表で見る世界の保健医療 OECDインディケータ(2009年版 )」 OECD編著,鎌ヶ江葉子訳
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業務分担のあり方に対する日本医師会の見解

「社会保障・税一体改革成案」では、医師の業務の大幅な委譲を見込んでい
るが、医療の質および安全性の確保から問題がある。

「社会保障・税一体改革成案における改革項目」

医師日看護師等の役割分担の見直し

:病院医師の業務量△2割程度 (高度急性期、一般急性期)

日本医師会の見解

成案の「役割分担」は、タスクシフティング(医行為の一部を他の職種へ委譲すること)

を狙つたものではないかと推察されるが、タスクシフティングは緊急事態における場所と

時間を限定した特例としてのみ適用されるべきである。そうでなければ、医療の質が低

下し、国民の健康が損なわれるおそれがある。

現行の保健師助産師看護師法 (以下、保助看法)の下でも、業務分担の拡大に一定

の対応をすることは可能である。現行の保助看法の下で、知識集約的な業務を含まな

い技術に限った分担を検討し、チーム医療を強化していくべきである。
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社会保障と税の共通番号制度に対する日本医師会の見解 (1/2)

「社会保障・税一体改革成案」には、共通番号制度について次のように記されて
いる。

真に手を差し伸べるべき人に対する社会保障を充実させ、効率的かつ適切に提
供することを目的に導入を目指す。
国民の給付と負担の公正性、明確性を確保するとともに、国民の利便性の更なる
向上を図ることが可能となるほか、行政の効率化・スリム化も可能となる。
導入に当たつては、制度面とシステム面の両面で十分な個人情報保護策を講じる
とともに、費用と便益を示し、国民の納得と理解を得ていく必要がある。

現段階においては
日本医師会の見解

1.番号の利用範囲については、十分な議論が必要である。

2.医療・介護保険・福祉・労働保険分野での拙速な導入は避けるべきである。

3.必要な法整備などの環境が整うまで導入すべきではない。
・個人の医療や健康に係る情報の機微性の視点からも個別法の検討を速
やかに行なわなければならない。
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社会保障と税の共通番号制度に対する日本医師会の見解 (2/2)

日本医師会の見解

・国民の給付と負担の公正性、明確性を確保するとともに、国民の利便性の
更なる向上を図ることは、国としての当然の責務である。また、その導入に
際して、制度面とシステム面の両面で十分な個人情報保護策を講じるととも
に、費用と便益を示し、国民の納得と理解を得ていく必要があることに関して
も、当然のことである。

日しかしながら、番号制度に関連する「社会保障・税番号大綱」は、問題が多く、
税と年金を除く分野における番号制度の導入は、現在、社会保障分野サブ
ワーキンググループにおいて100以上のユースケース※)分析を行つており、
その結果が出されるまでは一様に実施すべきではない。

・大綱では、内閣総理大臣の下に1番号制度における個人情報保護等を目的
とする委員会 (第二者機関)を置くとされているが、委員会には、医師等医療
関係者の参画を強く求める。

※)ユースケース:運用の事例

社団法人 日本医師会 18




